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入間市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について（案） 

 

① 「賦課限度額の改定について」 

 

地方税法施行令の一部が改正（平成２８年３月３１日公布、４月１日施行）され、法定限

度額が改定されました。このため、現在の賦課限度額を法定限度額まで下表のとおり、医療

給付費分と後期高齢者支援金等分を引き上げる条例改正を、１２月議会へ提案します。 

なお、平成２９年度から適用します。 

また、国保運営協議会の答申（平成２６年９月５日）で、付帯意見として「賦課限度額に

ついては、法令改正に合せて改定されたい。」との答申を受けております。 

 

区   分 改正案 現 行 

医療給付費分 ５４万円 ５２万円 

後期高齢者支援金等分 １９万円 １７万円 

介護納付金分 １６万円 １６万円 

合   計 ８９万円 ８５万円 

 ※介護納付金分は改定なし 

 

限度額を引き上げた場合の影響について 

１ 世帯数と被保険者数の比較             平成２８年７月１５日現在 

区   分 改正案 現 行 比 較 

医療給付費分 
世帯数 ５３０世帯 ５６２世帯 ▲３２世帯 

被保険者数 １，４３８人 １，５３３人 ▲９５人 

後期高齢者支援金等分 
世帯数 ２９１世帯 ３５３世帯 ▲６２世帯 

被保険者数 ８３１人 ９９８人 ▲１６７人 

介護納付金分 
世帯数 ９５世帯 ９５世帯 － 

被保険者数 １７２人 １７２人 － 

※介護納付金分は改定なし 

 

２ 税額の比較 

賦課限度額を引き上げた場合は、平成２８年７月１５日現在で試算すると、 

約１千６７０万円賦課額が増加する見込みです。 

 

 

 

資料３ 
平成 28 年 8 月 9 日 
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② 「所得割額の算定及び軽減判定に用いる総所得金額の改正について」 

 

外国人等の国際運輸業に係る所得に対する相互主義による所得税等の非課税に関する法

律の一部が改正（平成２８年３月３１日公布、平成２９年１月１日施行予定）され、市民

税で分離課税される特例適用利子等の額及び特例適用配当等の額を国民健康保険税の所得

割額の算定及び軽減判定に用いる総所得金額に含めるものと改正されました。 

これに伴い、国民健康保険税条例附則の改正を１２月議会へ提案します。なお、平成２

９年１月１日から適用予定です。 

また、附則第１０条及び１１条の２条を新設追加したことにより、条ズレが生じたため、

第１０条を１２条へ、１１条を１３条へ、１２条を１４条へ併せて改正するものです。 

 

改定の概要 

法の名称  改正前 ： 外国人等の国際運輸業に係る所得に対する相互主義による所得税

等の非課税に関する法 

      改正後 : 外国居住者等所得相互免除法 

 

改正内容  総所得金額に、特例適用利子等及び特例適用配当等を含める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

 

入間市国民健康保険税条例新旧対照表 

改正案 現 行 

（課税額） （課税額） 

第２条 略 第２条 略 

２ 前項の基礎課税額は、世帯主（前条第２

項の世帯主を除く。）及びその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者につき算定した

所得割額及び資産割額並びに被保険者均等

割額及び世帯別平等割額の合算額とする。

ただし、当該合算額が54万円を超える場合

においては、基礎課税額は、54万円とする。 

２ 前項の基礎課税額は、世帯主（前条第２

項の世帯主を除く。）及びその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者につき算定した

所得割額及び資産割額並びに被保険者均等

割額及び世帯別平等割額の合算額とする。

ただし、当該合算額が52万円を超える場合

においては、基礎課税額は、52万円とする。 

３ 第１項の後期高齢者支援金等課税額は、

世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及

びその世帯に属する国民健康保険の被保険

者につき算定した所得割額及び被保険者均

等割額の合算額とする。ただし、当該合算

額が19万円を超える場合においては、後期

高齢者支援金等課税額は、19万円とする。 

３ 第１項の後期高齢者支援金等課税額は、

世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及

びその世帯に属する国民健康保険の被保険

者につき算定した所得割額及び被保険者均

等割額の合算額とする。ただし、当該合算

額が17万円を超える場合においては、後期

高齢者支援金等課税額は、17万円とする。 

４ 第１項の介護納付金課税額は、介護納付

金課税被保険者（国民健康保険の被保険者

のうち介護保険法第９条第２号に規定する

被保険者であるものをいう。以下同じ。）

である世帯主（前条第２項の世帯主を除

く。）及びその世帯に属する介護納付金課

税被保険者につき算定した所得割額並びに

被保険者均等割額の合算額とする。ただし、

当該合算額が16万円を超える場合において

は、介護納付金課税額は、16万円とする。 

４ 第１項の介護納付金課税額は、介護納付

金課税被保険者（国民健康保険の被保険者

のうち介護保険法第９条第２号に規定する

被保険者であるものをいう。以下同じ。）

である世帯主（前条第２項の世帯主を除

く。）及びその世帯に属する介護納付金課

税被保険者につき算定した所得割額並びに

被保険者均等割額の合算額とする。ただし、

当該合算額が16万円を超える場合において

は、介護納付金課税額は、16万円とする。 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第21条 次の各号に掲げる国民健康保険税の

納税義務者に対して課する国民健康保険税

の額は、第２条第２項本文の基礎課税額か

らア及びイに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が54万円を超える場

合には、54万円）、同条第３項本文の後期

第21条 次の各号に掲げる国民健康保険税の

納税義務者に対して課する国民健康保険税

の額は、第２条第２項本文の基礎課税額か

らア及びイに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が52万円を超える場

合には、52万円）、同条第３項本文の後期
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高齢者支援金等課税額からウに掲げる額を

減額して得た額（当該減額して得た額が19

万円を超える場合には、19万円）並びに同

条第４項本文の介護納付金課税額からエに

掲げる額を減額して得た額（当該減額して

得た額が16万円を超える場合には、16万円）

の合算額とする。 

高齢者支援金等課税額からウに掲げる額を

減額して得た額（当該減額して得た額が17

万円を超える場合には、17万円）並びに同

条第４項本文の介護納付金課税額からエに

掲げる額を減額して得た額（当該減額して

得た額が16万円を超える場合には、16万円）

の合算額とする。 

(1)～(3) 略  (1)～(3) 略  

 

入間市国民健康保険税条例新旧対照表 

改正案 現 行 

附 則 附 則 

  

（特例適用利子等に係る国民健康保険税

の課税の特例） 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者

が外国居住者等の所得に対する相互主義に

よる所得税等の非課税等に関する法律（昭

和37年法律第144号）第8条第2項に規定する

特例適用利子等、同法第12条第5項に規定す

る特例適用利子等又は同法第16条第2項に

規定する特例適用利子等に係る利子所得、

配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得

を有する場合における第3条、第6条、第8条

及び第23条の規定の適用については、第3条

第1項中「山林所得金額の合計額から同条第

2項」とあるのは「山林所得金額並びに外国

居住者等の所得に対する相互主義による所

得税等の非課税等に関する法律（昭和37年

法律第144号）第8条第2項（同法第12条第5

項及び第16条第2項において準用する場合

を含む。）に規定する特例適用利子等の額

（以下この条及び第23条において「特例適

用利子等の額」という。）の合計額から法
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第314条の2第2項」と、「山林所得金額の合

計額」とあるのは「山林所得金額並びに特

例適用利子等の額の合計額」と、同条第2項

中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は特例適用利子等の

額」と、第23条中「山林所得金額」とある

のは「山林所得金額並びに特例適用利子等

の額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の

課税の特例） 

 

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者

が外国居住者等の所得に対する相互主義に

よる所得税等の非課税等に関する法律第8

条第4項に規定する特例適用配当等、同法第

12条第6項に規定する特例適用配当等又は

同法第16条第3項に規定する特例適用配当

等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を

有する場合における第3条、第6条、第8条及

び第23条の規定の適用については、第3条第

1項中「山林所得金額の合計額から同条第2

項」とあるのは「山林所得金額並びに外国

居住者等の所得に対する相互主義による所

得税等の非課税等に関する法律第8条第4項

（同法第12条第6項及び第16条第3項におい

て準用する場合を含む。）に規定する特例

適用配当等の額（以下この条及び第23条に

おいて「特例適用配当等の額」という。）

の合計額から法第314条の2第2項」と、「山

林所得金額の合計額」とあるのは「山林所

得金額並びに特例適用配当等の額の合計

額」と、同条第2項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は特

例適用配当等の額」と、第23条中「山林所

得金額」とあるのは「山林所得金額並びに

特例適用配当等の額」とする。 
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（条約適用利子等に係る国民健康保険税の

課税の特例） 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の

課税の特例） 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者

が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人

税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等

実施特例法」という。）第３条の２の２第1

0項に規定する条約適用利子等に係る利子

所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び

雑所得を有する場合における第３条、第６

条、第８条及び第21条の規定の適用につい

ては、第３条第１項中「及び山林所得金額

の合計額から同条第２項」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等の実施に

伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特

例等に関する法律（昭和44年法律第46号。

以下「租税条約等実施特例法」という。）

第３条の２の２第10項に規定する条約適用

利子等の額の合計額から法第314条の２第

２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等実施特例法第３条の２の２第10項に

規定する条約適用利子等の額の合計額（」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は租税

条約等実施特例法第３条の２の２第10項に

規定する条約適用利子等の額」と、第21条

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等実施特例法

第３条の２の２第10項に規定する条約適用

利子等の額」とする。 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者

が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人

税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等

実施特例法」という。）第３条の２の２第1

0項に規定する条約適用利子等に係る利子

所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び

雑所得を有する場合における第３条、第６

条、第８条及び第21条の規定の適用につい

ては、第３条第１項中「及び山林所得金額

の合計額から同条第２項」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等の実施に

伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特

例等に関する法律（昭和44年法律第46号。

以下「租税条約等実施特例法」という。）

第３条の２の２第10項に規定する条約適用

利子等の額の合計額から法第314条の２第

２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等実施特例法第３条の２の２第10項に

規定する条約適用利子等の額の合計額（」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は租税

条約等実施特例法第３条の２の２第10項に

規定する条約適用利子等の額」と、第21条

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等実施特例法

第３条の２の２第10項に規定する条約適用

利子等の額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の

課税の特例） 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の

課税の特例） 

13 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者
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が租税条約等実施特例法第３条の２の２第

12項に規定する条約適用配当等に係る利子

所得、配当所得及び雑所得を有する場合に

おける第３条、第６条、第８条及び第21条

の規定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税

法及び地方税法の特例等に関する法律（昭

和44年法律第46号。以下「租税条約等実施

特例法」という。）第３条の２の２第12項

に規定する条約適用配当等の額の合計額か

ら法第314条の２第２項」と、「及び山林所

得金額の合計額（」とあるのは「及び山林

所得金額並びに租税条約等実施特例法第３

条の２の２第12項に規定する条約適用配当

等の額の合計額（」と、同条第２項中「又

は山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は租税条約等実施特例法第３

条の２の２第12項に規定する条約適用配当

等の額」と、第21条中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等実施特例法第３条の２の２第12項に

規定する条約適用配当等の額」とする。 

 

が租税条約等実施特例法第３条の２の２第

12項に規定する条約適用配当等に係る利子

所得、配当所得及び雑所得を有する場合に

おける第３条、第６条、第８条及び第21条

の規定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税

法及び地方税法の特例等に関する法律（昭

和44年法律第46号。以下「租税条約等実施

特例法」という。）第３条の２の２第12項

に規定する条約適用配当等の額の合計額か

ら法第314条の２第２項」と、「及び山林所

得金額の合計額（」とあるのは「及び山林

所得金額並びに租税条約等実施特例法第３

条の２の２第12項に規定する条約適用配当

等の額の合計額（」と、同条第２項中「又

は山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は租税条約等実施特例法第３

条の２の２第12項に規定する条約適用配当

等の額」と、第21条中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等実施特例法第３条の２の２第12項に

規定する条約適用配当等の額」とする。 

（国民健康保険税の減免の特例） （国民健康保険税の減免の特例） 

14 当分の間、第24条第２項の規定の適用に

ついては、同項中「国民健康保険の被保険

者の資格を取得した日（以下この項におい

て「資格取得日」という。）の属する月以

後２年を経過するまでの間に限り、国民健

康保険税を」とあるのは「国民健康保険税

を」とし、同項第１号中「資格取得日」と

あるのは「国民健康保険の被保険者の資格

を取得した日（次号において「資格取得日」

という。）」とする。 

12 当分の間、第24条第２項の規定の適用に

ついては、同項中「国民健康保険の被保険

者の資格を取得した日（以下この項におい

て「資格取得日」という。）の属する月以

後２年を経過するまでの間に限り、国民健

康保険税を」とあるのは「国民健康保険税

を」とし、同項第１号中「資格取得日」と

あるのは「国民健康保険の被保険者の資格

を取得した日（次号において「資格取得日」

という。）」とする。 

 


